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3 月 定 例 会

大阪市会は、平成16年度予算案などを審議する３月定例会を３月１
日から26日まで開きました。
予算案及び予算関連案件については、３月１日の本会議で市長から説
明を受け、４日、５日の本会議で各会派の代表質問を行いました。その
後、６常任委員会にそれぞれ所管別に付託し、委員会審査を経たあと、
26日の本会議において賛成多数により、原案どおり可決しました。
大阪市立老人福祉センター条例案については、５日の本会議におい

て、また、フェスティバルゲートに関する調停関連案件については、
26日の本会議において、それぞれ、賛成多数により、附帯決議（P5に
掲載）を付して可決しました。
このほか、この定例会では、助役、収入役の選任や「子どもを虐待

から守る決議案」など合わせて116件の案件を議決しました。
本会議での審議の模様

　3月4日の本会議で自由民主党・市民クラブ、民主・民友、公明党が、翌5
日の本会議で日本共産党、自由民主党・市民クラブが、それぞれ予算案等に
対する代表質問を行いました。その質問の中から主なものを紹介します。 

各  会  派  の  代  表  質  問 

●教員の資質向上について
「授業がうまく成立していない」、

「勤務態度が不適切である」という問
題教員を、学校現場から退場させる権
限を校長に与えるとともに、免職等の
断固たる対応も行っていくべきであ
る。また、努力している教員とそうで
ない教員との間に給与面、人事面にお
いて差をつけることも必要であり、給
与等の処遇とも連動した教員評価制度
を確立するべきである。

指導力不足等教員への対応システ
ムに基づき、校園長からの申請を受け、
指導力不足等教員に対する校外研修等
を実施していくが、相当期間研修を行
っても改善されない場合は、免職も含
めた厳しい対応を行っていく。また現
在、教職員の評価・育成システムを試
行実施しているが、校園長が行う評価
の活用については、国の動向等も注視
しながら検討を進めていきたい。

答

問

●財政構造改革について
市税収入が低水準で推移すること

が見込まれる中、都市の安定と市民福
祉の充実を図っていくためには、税収
構造に見合った歳出構造に転換し、等
身大の財政運営を確立することが喫緊
の課題である。財政構造改革に取り組
むにあたっては、より具体的な期間や
改革課題、数値目標を設定した財政再
建プログラムを策定し、早急に財政の
立て直しを行うべきである。

特にこの２年間を「重点期間」と
して、財政構造改革に強力に取り組み、
改革の初年度である平成16年度は公
共事業費を約250億円削減するほか、
総人件費の見直しや民間活力の活用等
を積極的に進めていく。また、取り組
むべき具体的な課題と見直しの工程に
ついての全体像を示した行動計画を、
都市経営会議で議論を行い、本年秋ま
でには策定・公表していく。

答

問

●大阪の都市再生について
御堂筋を中心とした大阪の南北軸

を再構築し、産業振興やまちづくりを
戦略的に進めていく必要がある。具体
的には、大阪駅北地区、御堂筋周辺地
区、阿倍野地区という南北軸を構成す
る３地区を、新産業を創出していく重
要なエリアと位置付け、民間と行政が
力を合わせて、地域の特色を生かした
まちづくりを実施していくべきである。

大阪駅北地区では、民間の活力を
生かしたまちづくりを進め、産業創造の
中枢機能の誘導を図る。御堂筋周辺で
は、ＩＴを活用した実証実験をサポート
して新規事業化を促すなど、御堂筋の
活性化を図る。阿倍野では、健康・予
防医療産業の振興に向け、企業との研
究開発施設を整備し、企業の新製品の
開発を支援する。こうした大阪の南北
軸に戦略的に民間投資を誘導し、関西
経済全体の再生を牽引していく。

答

問

●みどりと公園について
中之島公園を中心とした地域は、

水辺の景観を形づくり、大阪の歴史や
文化資源が集積した地域であり、中之
島新線の整備に合わせて、魅力あふれ
る公園として再整備する必要がある。
天王寺公園は、美術館や慶沢園、動

物園といった文化的な施設があるが、
それぞれ独立している感じがあり、十分
生かしきれていないため、魅力的で集
客力のある公園となるよう、中長期的な
展望をもった取り組みが必要である。

中之島公園は、中之島新線の開通
に合わせ、周辺施設との調和に配慮し
ながら再整備したい。また川から眺めた
景観も考慮した公園づくりを進め、周辺
地域の賑わい創出につなげていく。
天王寺公園は、美術館や慶沢園、動

物園などの連携を図り、緑豊かな中で
憩い、文化や芸術に親しめる公園とし
て、中長期的な展望をもって、そのあ
り方を検討していく。

答

問

●梅田貨物駅の移転と開発について
梅田貨物駅の百済駅への移転計画

は、地元住民がトラック通行量の増加
に伴う環境破壊を心配するなど、移転
計画に絶対反対の声を上げているた
め、鉄道・運輸機構に中止・見直しを
求めるべきである。また、梅田北ヤー
ド開発推進協議会が設立され、關市長
が会長に就任したが、大阪市が大規模
開発の推進役となる、そして基盤整備
等に巨額の公金を投じることになる、
こういう開発は中止すべきである。

問

財政総務委員会
芸術文化の振興は
市民が芸術文化を支えるという理

念を展開するため、平成16年度のでき
るだけ早い時期に芸術文化振興条例の
実施要領を策定し、方向性を定めてい
く。具体的には、気軽に文楽を鑑賞す
る機会として「文楽デー」を設けるほ
か、文楽を核とする国際人形劇フェス
ティバルの開催をめざすなど、伝統芸
能を保存・継承する施策に取り組むと
ともに、青少年が優れた芸術文化に触
れ・体験できる機会を、民間とも連携
しながら充実していく。

地域福祉計画の推進は
今年３月に策定した大阪市地域福

祉計画に基づき、平成16年度以降、地
域福祉の推進に必要となる市全体の仕
組みづくりを進めるとともに、より身
近な地域での実情にあった地域福祉を
推進するため、区レベルでの公私協働
によるアクションプランの策定を進め
ていく。今後、区役所と区社会福祉協
議会が推進役となり、区アクションプ
ランの策定が円滑に進められるよう、
必要な支援に努めていきたい。
児童虐待問題への対応は
児童虐待防止法の施行以来、休

日・夜間でも児童相談所などへの通告
が可能となるよう24時間通報体制の整
備などを進めている。平成14年度に各
区に児童虐待担当職員を配置し、児童
相談所や福祉・保健・教育などの関係
者による連携を図りながら虐待防止に
取り組んでいる。今後、地域に根ざし
た虐待防止ネットワークの一層の強化
を図り、より幅広いサポート体制を築

答

問

答

問

答

問 いていきたい。

大阪ドームの再建策は
大阪ドームは、本市のまちづくり

やスポーツ・文化施策の推進に不可欠
な中核施設であり、地域経済の活性化
に貢献する公共性の高い機能を発揮し
ているため、その機能維持の観点から、
抜本的再建策の策定を図っていきた
い。現段階では、特定調停手続きによ
って、本年秋頃には解決の方向性を見
出せるよう手法を限定せず、調停手続
きの中で具体的な内容を詰めていきた
いと考えている。
防災研修への取り組みは
初歩的な防災体験学習から高度な

防災研修訓練まで行える阿倍野防災セ
ンターが、本年５月にオープンする機
会をとらえ、災害を取り巻く社会環境
や防災研修の課題に的確に対応し、市
民とともに災害に強いまちづくりを一
層推進するため、市民防災研修アクシ
ョンプランを市民の意見を参考に策定
していくとともに、策定したプランに
基づき、防災研修を行っていく。

ユニバーサル・スタジオ・ジャパ
ンへの支援のあり方は

プロジェクトファイナンスにより
要請される留保資金の確保が一時的に
困難な状態となる見込みから、ＵＳＪ
社から筆頭株主の本市に対して、平成
16年度に50億円の融資の依頼があり、
本市としては、ＵＳＪ事業の重要性に
鑑み、スパイダーマン等のアトラクシ
ョン建設費に対する貸付金として30億
円を平成16年度予算に計上したところ
である。残る20億円については、ＵＳ
Ｊ社に対して最大限の自助努力を行う
よう指導し、その結果も勘案して判断
していきたい。

答

問

答

問

答

問

○犯罪被害者の権利と被害回復に関する意見書
○緊急地域雇用創出特別交付金制度に関する意見書
○パートタイム労働者等の待遇改善に関する意見書
○官公需の契約における適正な賃金・労働条件の確保に関する意見書
○子どもを虐待から守る決議

（以上、平成16年３月26日可決）

可決 された意見書・決議

各会派の代表質問、常任委員会での論議については、詳しくは後日作成さ
れます会議録、委員会記録をご覧下さい。
作成された記録は、市会図書室内の市会情報コーナー（市役所７階）や市
立中央図書館などのほか、大阪市会ホームページ（http://www.city.osaka.jp/
shikai/）でもご覧いただけます。

第三セクター3社（ＷＴＣ、ＡＴＣ、
ＭＤＣ）への今後の対応は

市会における附帯決議の趣旨を踏
まえ、新年度早々に経営監視委員会・
調査委員会を立ち上げる予定であり、
委員の構成メンバーについては弁護士
や公認会計士など外部の有識者を中心
に構成し、大阪市と一線を隔てて客観
性を確保したいと考えている。
また、これらの委員会の概要につい

ては、その内容を早急に取りまとめ、
市会にも報告したい。
雇用施策への取り組みは
新産業の創造・育成、観光集客機

能の強化、保健・福祉施策の充実など
に取り組み、４年間で５万人の雇用創
出をめざし、平成16年度は１万２千人
を目標としている。また、市内５ヶ所
に職業相談窓口を拡充し、きめ細かな
職業相談を行うとともに、民間のノウ
ハウも活用して、本市独自の求人情報
を開拓するなど、市民を対象に魅力あ
る職業紹介を行っていきたい。

習熟度別少人数授業の実施概要は
習熟度別少人数授業は、一人一人

が自らの習熟程度に応じて編成された
少人数のグループに入り、きめ細かな
指導を受けることにより学習意欲を高
めるもので、基礎学力を向上させる有
効なシステムである。平成16年度は小
学校では100校、中学校ではのべ200校
で実施し、各学校からの申請に基づき、
実施校に対し４月から説明会を行って
いく。

答

問

答

問

答

問

道頓堀川の遊歩道整備は
湊町リバープレイスから上大和橋

までの約1.3㎞について、平成22年度の
完成を目標として、現在、新戎橋から
相合橋までの380ｍの工事を進めてい
る。戎橋から太左衛門橋までの170ｍ
の区間については、本年11月の供用開
始を予定している。

フェスティバルゲートに係る調停
案への対応は

調停案は、信託銀行の責任が一定
認められる内容であり、公正・公平・
専門的な見地から示されたものと考え
られることなどから、調停案を受諾す
る方向で検討することとした。今後、
施設については、地域活性化のために
再生を図りたいと考えているが、これ
以上交通事業会計に負担をかけないこ
とを大前提とし、交通記念館構想との
整合性も含めて広く提案を求めなが
ら、９月末までに、企画力・経営力の
ある事業者を選定していきたい。
鉛給水管対策は
平成16年度の鉛給水管の取り替え

戸数は、約14,000戸を予定していると
ころであり、平成16年度末には概ね11
ｍ以上の鉛給水管使用戸数は約6,200戸
に減少する見込みである。個人負担と
なっている宅地内の鉛給水管取り替え
については、貸付制度や個別指導など
の取り組みにより促進していく。

答

問

答

問

答
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総額４兆３,３１９億７,９００万円

自由民主党・市民クラブ
黒田當士議員

自由民主党・市民クラブ
加藤仁子議員

民主・民友
長尾秀樹議員

公　明　党
待場康生議員

日本共産党
江川繁議員

〔 〕
その他の質問項目
行財政改革、市営バス事業のあり方、第
三セクター等、監理団体、地方３公社、雇
用施策、新しい都市経営システム　など 〔 〕

その他の質問項目
市民参画・協働、第三セクター・監理団
体・信託事業、大阪経済の活性化、雇用
政策、子どもの総合政策、教育問題 など 〔 〕

その他の質問項目
事業評価、未利用地売却の促進、高齢者施策、
弘済院のあり方、市立医療機関の体系的整備、
女性専用外来・女性専用車両　など

〔 〕
その他の質問項目
大阪駅北地区の開発と百済駅貨物問題、食の
健康・安全対策、観光集客力の向上、健康・
予防医療産業の振興、都市の景観形成　など

〔 〕
その他の質問項目
医療費助成制度、介護保険、国民健康保険事
業、公立保育所民間委託問題、教育問題、第三
セクター問題、中小企業支援、雇用拡大 など

〔 〕
その他の質疑項目
今後の財政運営、現行の行財政改革計画の残り
２年間の取り組み、監理団体の見直し、グループ
ファイナンス事業の再構築、土地信託事業 など

〔 〕
その他の質疑項目
新しい総合計画の基本構想の役割や今後の
策定スケジュール、大阪駅北地区の開発、
今後の住宅施策、密集市街地の整備　など

〔 〕
その他の質疑項目
いじめや不登校など児童・生徒を取り巻く諸課
題、教員の資質向上、大阪経済の活性化、中央
卸売市場における食の安全・安心の確保 など

〔 〕
その他の質疑項目
保育所待機児童の解消、介護保険制度の適正な
運営、国民健康保険事業会計の収支改善、事業
系ごみの減量やリサイクル、まちの美化対策 など

〔 〕
その他の質疑項目
交通局経営改革計画に基づく取り組み、赤バス
の今後の運営のあり方、水道事業の今後の経
営形態、今後の工業用水道事業のあり方 など

〔 〕
その他の質疑項目
阿倍野再開発事業の見通し、埋立事業の現状、
ＷＴＣの再建、クリスタ長堀や土地開発公社が
抱える問題、ヒートアイランド対策　など

市 会 の 動 き
［3 月定例会］
2/23（月） 招集告示
25（水）・26（木） 常任委員会（事前調査、請願書・陳情書の審査）
3/１（月） 本会議〈開会〉（予算案等の市長説明など）
４（木） 本会議（代表質問）
５（金） 本会議（代表質問、老人福祉センター関連案件の可決）

民生保健委員会（老人福祉センター関連案件に対する態度決定）
８（月） 常任委員会（説明など）
９（火） 常任委員会（実地調査）
11（木） 文教経済委員協議会（長居小学校の児童死亡事件の報告）
12（金）・15（月）～18（木） 常任委員会（質疑）[18日は民生保健委員会のみ]
23（火）・24（水） 常任委員会（事前調査、請願書・陳情書の審査）
26（金） 常任委員会（態度決定）

本会議〈閉会〉（予算案等の可決など）

本市としては、梅田貨物駅の移転
について、事業主体である鉄道・運輸
機構が、貨物自動車の走行に伴う生活
環境への影響に対して配慮されるよう
注視していく。また、大阪駅北地区の
開発は、民間開発を促進し、関西再生
を図っていく重要なプロジェクトであ
り、民間投資を促進するために必要な
道路等について、利用可能な区域の土
地区画整理事業を進め、民間開発が具
体化されるよう取り組む。

答

常任委員会での主な論議  
　6常任委員会において、各委員が予算案等に対する様々な論
議を交わしました。（質疑日程については、Ｐ4｢市会の動き｣
参照）その内容を各常任委員長の審査報告をもとに紹介します。 

文教経済委員会

計画消防委員会

道頓堀川周辺将来イメージ図

民生保健委員会

建設港湾委員会

交通水道委員会

市会の構成
〔会派別議員数〕

定　数　89人

自由民主党・市民クラブ
民 主 ・ 民 友
公 明 党
日 本 共 産 党
超党 NOW －New Osaka Way－
無 所 属 ク ラ ブ
無 所 属 議 員 団
無 所 属

33人
20人
19人
13人
1人
1人
1人
1人

（平成16年４月23日現在）

議案第26号「大阪市立老人福祉センター条例案」に対する附帯決議

１．施設の運営に関しては、地方自治法の改正や行財政改革の推進など、本市におけ

る指定管理者制度導入の趣旨を十分に踏まえ、計画的な管理運営経費の縮減に努め、

指定期間満了後、その効果について明らかにし、その結果を議会に報告するととも

に、指定管理者の選定のあり方について、厳しく検証すること。

２．今後の老人福祉センターのあり方については、高齢者施策の進展の状況を踏まえ、

指定期間満了時を目途に総合的・抜本的に見直しを行うこと。

議案第94号「調停について（交通局関係）」及び議案第95号
「平成15年度大阪市高速鉄道事業会計補正予算（第2回）」に
対する附帯決議

フェスティバルゲート信託事業にかかる調停案の受諾については、市民に多大な負

担を強いることとなることから、その重大さを深く認識し、猛省すべきであることは

言を待たないところである。市長及び交通局長においては、今回の事態が市政に対す

る市民の信頼の低下を招くことを十二分に認識するとともに、市会における指摘を真

摯に受け止め、次に掲げる対応策を確実に実施すること。

１．外部委員を加えた調査委員会を設置し、かかる事態に陥った経過を徹底的に検証

し、その原因と問題点を明らかにして、市民への説明責任を果たすこと。

２．調査結果を踏まえ、本市の責任を明らかにすること。

３．今後は、本市として一切の経営にかかわる公金支出を行わないこと。

４．再生計画策定に当たっては、健全な経営に資するよう、あらゆる観点から検討す

ること。

５．以上の点については、適宜公表すること。


